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平成 28 年度 文科省教員勤務実態調査 より （ ）は平成 18 年度実績 

複数の学校が共同で学校事務を行う体制にする。 

共同事務室に、現在の学校事務室の仕事をできる限り引き上げ集中処理。 

学校で行う校務を減らすことにより、学校事務室の仕事量が減り、副校

長・教員の校務が移管可能になる。 

 

 
 

 
   市事務嘱託職員（年 215日） 

    小学校 1人、中学校２人 

 
 

                                 

 

 
 

     

 
 

  

         

 
 

 

                         

 

               
            

                          

 

      

 

                     

 

 

  

 
              

 

学校をグループ化し拠点校を定め、グループ内の都費正規事務職員を集め

て配置。拠点校以外は連携校。各学校に都費専務的非常勤職員を配置。 

学校事務の共同実施について 

・事故・トラブルへの対応 

・児童生徒・家庭へのきめ細やかな対応困難 

・新しい教育へのエネルギー集中困難 

 

 

１校に１人の都費正規事務職員を配置。 

行政職の上司がいないため、組織内支援体制が不足。 

５０代〜６０代の事務職員が多い。都全体で、ベテラン事務職員の補充が

難しい。学校事務が初めての他局からの転入者・新規採用の配置が見込

まれる。なお、本市では、都費正規事務職員のほか小学校各 1人、中学

校 2人の市事務嘱託職員を配置している。 

 

・ミスや漏れのチェックが困難 

・ベテランのノウハウの継承が困難 

・属人的な仕事内容による学校ごとの格差の存在 

・個人での業務の効率化、改善に限界がある 

・病休等発生時や人事異動の際に学校に負担 

事務の共同実施導入 私費会計の標準化 

校内業務の ICT 化 出退勤システムの導入 

給食会計の標準化 給食費収納方法の見直し 

 

平成 29 年 8 月 24 日 
第 16 回教育委員会定例会資料  

教 育 部 教 育 総 務 課 

 

勤務日１日あたりの勤務時間 副校長 一般教員 

平均勤務時間 小学校 12：12（11：23）  11：15（10：23） 

平均勤務時間 中学校 12：06（11：45）  11：32（11：00） 

 

 課題②の対応策 事務の共同実施導入 

 

効果② 
組織での業務遂行で、 

• OJT や相互サポートが可能

になり、事務の質・量の

不揃い・不安定な状態が

改善する。 

• チェック機能が働き、事

務の精度が向上する。 

 

事務の集中化で、  

・ 業務の効率化が図られる 

副校長・教員の業務の一部

を事務室に移管でき、学校

の総事務量が減少する。 

 

 

－参考－ 
 

地方教育行政の組織及び運

営に関する法律が改正さ

れ、「学校共同事務室」が

制度化された。 

（平成 29 年３月公布） 

〜教員が児童生徒とふれあう時間の確保・新しい教育を目指して〜

 

課題①の対応策 校務の効率化 （例） 

現状② 都費事務職員の配置 

現状① 学校の多忙化 

課題② 
事務職員の 

組織体制構築 

効果① 
• ミスが減り、校務の正確

性が増す。 

• 副校長・教員の校務が効

率化する。 

• 現金取扱い、会計事故の

リスクが低減する。 
 

課題① 
校務の効率化 

公立小中学校都費事務職員数（平成 25 年） A校 

（中） 

B 校 

(小) 
C 校 

(中) 

E 校 

(小) 

 

F 校 

(小) 

 

G 校 

(小) 

 

A~C,E~G：連携校 

学校事務室 

専務的非常勤職員（月 16 日） 

共同事務室都費 

事務職員（正規） 

 

(小) 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   
 

   

 
 

 

 

 

 

 

 

    

                                                                                    

 １年目 ２年目 ３年目 

グループ

１ 

９校 

（南） 
９校 ９校 

グループ

２ 

実施 

せず 
９校 ９校 

グループ

３ 

実施 

せず 

実施 

せず 
１０校 

 １年目 ２年目 ３年目 

グループ

１ 

９校 

（南） 
９校 ９校 

グループ

２ 

実施 

せず 

実施 

せず 
９校 

グループ

３ 

実施 

せず 

実施 

せず 
１０校 

 １年目 ２年目 ３年目 ４年目 

グルー

プ１ 

９校 

（南） 
９校 ９校 ９校 

グルー

プ２ 

実施

せず 
６校 ６校 ６校 

グルー

プ３ 

実施

せず 

実施

せず 
６校 ６校 

グルー

プ４ 

実施

せず 

実施

せず 

実施

せず 
７校 

教職員の諸証明に関すること 

教職員の人事に関すること 

教職員の給与に関すること 

教職員の旅費、報酬に関すること 

教職員の福利厚生に関すること 

私費会計に関すること 

その他 

 －メリット－ 

・共同事務室への業務移管により、副校長・教員の校務負担軽減可能となる。 

・組織で行う共同事務室での事務により効率化が可能である 

・都の共同事務室整備補助金制度の利用により事務室の整備が図れる。 

  （平成 29 度補助額 500 万円／拠点校１校あたり） 

・学校により差のあった業務の質・量について、均一化される。 

・学校事務職員がＯＪＴにより、組織的な対応ができようになる。（昇任可能となる） 

※１ グループ分けの例 

 

ｒｅｉ 

「検討委員会」 ＊３回開催 
・スケジュール（短期・長期）の決定 

・学校のグループ分け、拠点校・連携

校の決定 ※１ 

・事務室移管業務の決定 ※２ 

「部会」 ＊６回開催 
・共同事務室で必要になる設備・備品

の調査 

・業務フロー・マニュアルの作成 

など 

スケジュール (例１のグループ分け) 

－今後の課題等－ 
・共同実施導入後も検証会議を行い、不具合点の改善、長期目標の達成を図る。 

・ＩＣＴ導入を検討し、可能な限り業務の効率化を図る。 

・共同事務室・学校事務室のマニュアル作成を進める。 

・学校事務室が２人の非常勤職員になることになることへのサポート体制を構築する。 

 
平成 27、28 年度 平成 29 年度 30 年度 31 年度 32 年度 

          9 月       

会

議 

等 

     

共

同

化 

 
                

 
              

 

 

 

 
 

  

 

検討委員会による検討  

補正予算

要求 

部会による細部の検討  

共同事務 

室整備 

導入に伴う諸問題の検討、マニ

ュアル作成等 

Ｇ１（１年目は試行） 

検討委員会（立川市学校事務共同実施等検討委員会）での決定事項等 
 

① 試行開始年度は平成３０年度からとする。 

② 試行は１グループとし、中央線以南の一中、三中、八中校区の９校とする。 

③ 試行のグループの共同事務室は、第一小学校に置く。 

④ 二年目以降、本格実施（複数グループへの拡大）は試行グループの状況を見て判断

する。 

⑤ グループ（３又は４）の分け方は、今後決定する。 

⑥ 都の共同事務室整備補助金制度（500 万円・10／10）を利用し、事務室の改修費用

や事務室に必要な備品等を調達するための費用に充てる。（原則として、整備費に市

費は投入しない） ① 検討委員会の構成 

教育部長、教育総務課長、学務課長、指導課長、校長（小・中各１）、副校長（小・中各１）、

都事務職員（小・中各１） 

② 同部会の構成 

  教育総務課長、学務課長、指導課長、副校長（小・中各１）、都事務職員（小・中各１）、 

市事務嘱託職員（小・中各１）＋オブザーバー 

 

Ｇ２ 整備 

整備 

 １年目 ２年目 ３年目 ４年目 

グルー

プ１ 

９校 

（南） 
９校 ９校 ９校 

グルー

プ２ 

実施

せず 
６校 ６校 ６校 

グルー

プ３ 

実施

せず 

実施

せず 
６校 ６校 

グルー 実施 実施 実施

例１ 例２ 

※２ 事務室移管業務の例 

Ｇ３ 

検討委員会による検討 
導入に伴う諸問題の検討、マニ

ュアル作成等 

例３ 


